
中 医 協 答 申 
    制限回数を超える医療行為と保険診療との併用を認め・・・10月 1日から適用か！ 

 
 尾辻秀久厚生労働相から諮問されていた「制限回数を超える医療行為と保険診療の併用を認めるため

の関連省令の改正」に関して、中医協はその諮問どおり答申し、10月 1日から適用される予定となった。 
 この関連省令は、これらの併用を認めるために選定療養に追加したうえで、特定療養費制度の対象と

するための改正である。 
 
 この併用は、診療において必要性がないことを前提としたもので、患者の要望に沿うものであり（患

者の選択において）、制限回数を超えることが想定される医療行為と保険給付との併用を認めるという

ものである。 
 
 対象となる項目は、理学療法・作業療法・言語聴覚療法における個別療法、精神科のデイ・ナイトケ

ア等であるが、臨床検査領域では「α－フェトプロテイン（ＡＦＰ）、同精密測定、がん胎児性抗原精

密測定（ＣＥＡ）」の腫瘍マーカーが認められた。これらの腫瘍マーカーの併用する場合の条件として

は、患者の不安を軽減する必要性を認める場合となっている。 
 
 
 
 
 

医療従事者に係る労働者派遣に関する特区有識者会議の 
提案と対応について 

 
 構造改革特区に関する有識者会議が求めていた「医療職種の一般派遣」について、厚生労働省が条件

付きを条件として調整に入った。 
 医療職の派遣に関しては、昨年から紹介予定派遣（派遣期間を過ぎた後に直接雇用を前提とする）と

して解禁されていたが、有識者会議は 6ヶ月という派遣期間に引き続き派遣のままで就業するケースも
必要としていた。 
 この要望を考慮し、厚生労働省は一部条件付で認める方向で進めるとしている。その条件とは①へき

地や離島などの医師を不足とする地域、②産休、育児休暇、介護休暇などの代替要員を確保する場合－

が考えられる。①の場合については医師に限定し、②の場合は、看護師をはじめ薬剤師や他のコメデイ

カルをも対象とする方向のようだ。 
 
 
 
 
 
医師法第 17条、歯科医師法第 17条、保健師助産師看護師法第 31条 

の解釈について（通知） 
 
平成 17年 7月 26日、厚生労働省医政局長通知として「医師法第 17条、歯科医師法第 17条及び保
健師助産師看護師法第 31条の解釈について」が各都道府県知事宛に発出された。 
 これは、所謂「医業」における医行為、非医行為の範疇に係る事項であるが、この通知はあくまでも

「医療機関以外の高齢者介護・障害者介護の現場等において判断に疑義が生じることの多い行為であっ

て、原則として医行為でないと考えられるもの」として項目が示されている。 
 
 
 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 



 


